（様式１）

入札参加資格確認票
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　徳　島　県　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　                
        　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者　住　　　　所
                                      　商号又は名称
                                      　代　 表　 者                        
　委託業務名  　Ｒ７農山　設計単価基礎資料作成業務

　
  現時点において、 上記委託業務の入札公告に定められた事項のうち、次の全ての事項に該当し、入札参加資格を有していることを届け出ます。
　なお、落札決定までの間において、届出内容に変更が生じた場合には、遅滞なくその旨を届け出ることを誓約します。
　（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者である　　　　　こと。

　（２）物品の購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札参加資格審査要綱（昭和５６年　　　　　徳島県告示第２６号）第４条第１項の規定による審査を受け、入札公告日時点において資格　　　　　を有すると認められている者で、営業種目「検査・分析・調査業務」中の「市場調査」に登　　　　　録されている者であること。

　（３）入札公告日から開札日までの間に、徳島県物品購入等に係る指名停止等措置要綱に基づく指　　　　　名停止又は指名回避の措置の対象となっていない者であること。

　（４）入札公告日から開札日までの間に、徳島県暴力団排除措置要綱に基づき暴力団関係者である　　　　　との認定を受け、契約排除措置中の者でないこと。

　（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生法（平　　　　　成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成１６年法律第７　　　　　５号）に基づく破産の申立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく　　　　　更生手続又は民事再生法に基づく再生手続の開始申立てによる手続開始決定日以降に県の入　　　　　札参加資格に係る再審査を受けており、更生計画の認可が決定した者又は再生計画の認可の　　　　　決定が確定した者については、当該申立てがなされていない者とみなす。

　（６）手形又は小切手の不渡り等により銀行取引が停止されていない者であること。

　（７）令和元年度以降に四国内において、国又は県が発注した、同種業務(注１)又は類似業務

(注２)を受注し、入札公告日までに完了した実績を有する者であること。

　　　　※注１　同種業務とは、「公共事業積算に係る材料単価の価格調査に関する業務」とする。

　　　　※注２　類似業務とは、「建設関連分野の価格に関する統計調査に関するもので、調査対象　　　　　　　　　データ数が１０００以上（１業務当り）の規模の業務」とする。

　（８）配置予定技術者として、次の条件を全て満たす者を配置できること。

　　　　ア　本業務に配置される予定の技術者を３名（その内の１名を管理技術者とする）とし、全　　　　　　　ての技術者が同種業務又は類似業務について、令和２年度以降から入札公告日までの　　　　　　　間に業務を完了した実績を有すること。

　　　　イ　本業務において配置される予定の管理技術者の手持ち業務の契約金額の合計が入札公告　　　　　　　日時点において、２億円未満かつ契約件数が１０件未満であること。

　　　　ウ　入札公告日時点において、本業務に配置される予定の技術者と会社との間に直接的、恒　　　　　　　常的な雇用関係があること。

